
２ 住宅事情の現状分析 

 

 

２－１ 人口と世帯数の状況 

（１）人口と世帯数 

千歳市の人口は、これまで約 30 年間着実に増加しており、当面はこの傾向が続く

ものと推測されます。 

しかし、国立社会保障・人口問題研究所による将来人口の推計では、長期的には人

口が減少に転じると予想されています。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

世帯数の総数はこれまで増加していますが、平成22年には１～２人世帯の割合が約

６割を占めており、昭和60年以降急速に世帯人員の減少が進んでいます。 

また、単身者世帯及び高齢者単身世帯が増加しており、平成22年の高齢単身世帯は

平成17年から29.1％増加して、世帯数全体の伸び率（7.2％）に比べて極めて高くな

っています。 
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【世帯人員別世帯数構成比の推移】 

（資料：国勢調査） 
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（資料：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所） 
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（２）年齢別人口 

年齢別人口の推移をみると、65歳以上の高齢者の比率は、平成 22年には昭和 60

年の約3.3倍の17.4%となり、高齢化が着実に進んでいます。 

14 歳以下の年少人口は年々減少しており、生産年齢人口（15～64 歳）の割合も

緩やかに減少しています。 

平成22年の千歳市の高齢者の比率（17.4%）と北海道全体（24.7％）とを比べる

と、千歳市の高齢化率は低くなっています。 

しかし、長期的には高齢者数が着実に増加するとともに、年少人口・生産年齢人口

が減少して、人口の減少と少子高齢化が同時に進むことが想定されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）人口動態 

昼夜間人口比率は、平成12年の103.9％から平成17年には105.6％に増加してい

ます。 

千歳市内からの通勤・通学者の増加数よりも千歳市外からの通勤・通学者の増加数

が多くなっており、平成17年の昼間人口比率は、周辺他都市と比較しても最も高い値

となっています。
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（資料：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所） 

 

平成12年
（世帯）

平成17年
（世帯）

平成22年
（世帯）

増減率（H22/H17）

一般世帯数 33,330 35,786 38,374 107.2%

単身者世帯 9,371 10,856 12,567 115.8%

高齢者単身世帯 1,554 2,209 2,852 129.1%

単身者世帯に占める
高齢者単身世帯の割合 16.6% 20.3% 22.7%

【単身世帯等の推移】 

（資料：国勢調査） 
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（４）地区別人口と世帯数 

地区別の状況では、総じて中心市街地やその周辺の地区及び向陽台で人口・世帯数の

減少が進む地区がある一方、郊外部で人口の増加する地区がみられます。 

また、近年宅地開発が進行している勇舞、幸福、清流、あずさ、新星などの地区では、

人口、世帯数ともに10％以上増加しています。 

これに対して、東雲町、栄町など中心市街地の多くや、その周りに位置する富丘、青

葉などの地区では10％を超える人口減少がみられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【地区別人口の増減（H15～H23）】 【地区別世帯数の増減（H15～H23）】 

（資料：住民基本台帳(平成 15年・23年 4月 1日)） 

※ 中心市街地：平成 12 年 3 月に策定された中心市街地活性化基本計画で設定された「中心市街
地の区域」を指します。 

【周辺都市の夜間人口・昼間人口（平成 17年）】 【夜間人口・昼間人口の推移】 

（資料：国勢調査） 
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（資料：住民基本台帳(各年 4月 1日現在)） 

【地域別人口・世帯数の推移】 
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２ 住宅事情の現状分析 

（５）地区別高齢化率 

地区別に高齢化率をみると、総じて中心市街地に近くなるほど高齢化率が高くなる傾

向がうかがえます。 

また、平成15年と平成23年の高齢化率を比較すると、全体として高齢化率が高くな

っているとともに、中心市街地やその周辺の地区に加え、郊外部でも高齢化率が25％を

上回る地区がみられ始めています。 

高齢単身世帯が増えていることと合わせて考えると、今後、身体機能の低下により日

常生活に支障のある世帯の増加が危惧される状況です。 

 

 【地区別高齢化率の状況（H15）】 【地区別高齢化率の状況（H23）】 

（資料：住民基本台帳(平成 15年・23年 4月 1日)） 



２ 住宅事情の現状分析 

２－２ 住宅の状況 

（１）住宅数と居住世帯数 

千歳市の住宅総数は、平成 20 年現在

43,260 戸あり、平成 15 年以降世帯数

を上回る増加率となっており、住宅の量

的な充足はほぼ満たされた状況です。 

また、空き家戸数は平成20年現在

5,740戸あり、平成10年の4,920戸と比

べると、大幅に増加しています。 

 

（２）住宅所有関係別世帯数 

住宅の所有関係別世帯数の推移をみると、持ち家、民営借家の世帯数は着実に増加

していますが、構成比では持ち家はほぼ横ばい、民営借家は増加する傾向にあります。 

住宅の所有関係を全道及び周辺他都市と比較すると、千歳市は持ち家率が低い反面、

借家率が高く、特に、民間借家と給与住宅の比率が高くなっています。 
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（資料：平成 22年国勢調査） 

42,870
39,900

36,939
35,840

38,190

43,260

37,440

32,380
30,760

5,7405,6804,920

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

平成10年 平成15年 平成20年

総世帯数 住宅総数 居住世帯 空き家

1.07

1.05

1.15

1.13

1.16

1.01

1.08
1.07

【住宅数、空き家戸数の推移】 

（資料：住宅・土地統計調査） 

（％） 

（戸） 

【住宅所有関係別世帯数と構成比の推移】 

（資料：国勢調査） 
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２ 住宅事情の現状分析 

（３）住宅の建設状況 

住宅の着工件数は、年間 1,000戸前後になっています。 

そのうち、貸家の着工件数が最も多く、ここ5年間では全体の約6割を占めており、

分譲住宅を含めた持家が残りの約 4割となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：住宅着工統計） 

（４）居住水準 

① 住宅の建築時期 

建築の時期から住宅の老朽度をみると、

平成 10 年以降の住宅総数の増加率に比

べて、築後 20 年以上経過した住宅の増

加率が高くなっており、平成 20 年現在

では、築後 20 年以上経過した住宅の数

が16,340戸に達しており、住宅総数の

43.6％を占めています。 

 

② 住宅の床面積 

千歳市の各住宅における一人当たりの

平均床面積は、平成17年で持ち家が42.3

㎡/人と最も高い一方、公営・公団・公社

の借家が23.2㎡/人と最も低く、平成12

年以降同様の傾向で推移しています。 
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【住宅総数と老朽家屋の推移】 
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２ 住宅事情の現状分析 

（５）住宅、宅地の供給状況 

① 住宅の分布状況 

千歳市における住宅所有関係別の分布状況をみると、持ち家率は、宅地開発が進めら

れてきた郊外部や向陽台において60％以上と高いのに対して、古くから市街地が形成さ

れてきた中心市街地では、40％以下と低くなっています。 

その反対に、民営借家率では中心市街地で45％以上と高い割合を占めているのに対し

て、郊外部では30%以下、向陽台で15%以下の低い割合の地区がみられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【地区別持ち家率の状況】 【地区別民営借家率の状況）】 

（資料：平成 22年国勢調査） 



２ 住宅事情の現状分析 

② 地価の状況 

平成23年の千歳市の住宅地の平均公示地価は30,600円/㎡であり、平成11年以降下

落し続けていますが、道内主要都市の中では札幌市と函館市に次ぐ地価水準にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 未利用宅地の分布状況 

未利用宅地(整備済未利用宅地)は、郊外部の土地区画整理事業の実施区域内などで未利

用地率が高くなっています。 

平成12年以降、住宅地供給の進む郊外部や向陽台で未利用地率が上昇しているほか、

中心市街地周辺の一部の地区で未利用地率が上昇しています。 
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（資料：千歳市資料、国土交通省地価公示） 

千歳市 

（資料：都市計画基礎調査） 

【地区別未利用地率の状況（Ｈ20）】 【地区別未利用地率の増減（Ｈ12～Ｈ20）】 

（円/㎡） 

（%）
中心市街地 -0.2%
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(ha) (ha) (%)
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中心市街地周辺 839.6 67.5 505 8.0%
郊外 413.2 47.0 383 11.4%
向陽台 282.5 36.9 217 13.1%
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２ 住宅事情の現状分析 

④ 空き家の分布状況 

水道の契約データからみた建物の空き家率（水道契約件数のうち水道閉栓中の建物が

占める割合）は 9.6%で約 1 割を空き家が占めています。そのうち、住宅が 9.3％であ

るのに対して、店舗では 15.4%と高くなっています。 

また、向陽台⇒郊外⇒中心市街地周辺⇒中心市街地へと、中心市街地に近くなるほど

空き家率が高くなり、特に中心市街地における空き家率は 15.0%と高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 中心市街地の空き家の概要 

中心市街地の空き家は約8割が住宅系、2割が

店舗系になっています。 

また、民間の賃貸アパートや賃貸マンションの

空き家が過半数を上回る 54％を占めており、次

いで店舗が 19％、戸建住宅が 14％となってい

ます。 
民間ｱﾊﾟｰﾄ、マン

ション
 676件, 54%

公営住宅等
 161件, 13%

店舗
 232件, 19%

戸建住宅
178件 , 14%

【中心市街地の空き家の構成割合】 

（住宅） （店舗） 合計 （住宅） （店舗） 合計 （住宅） （店舗） 合計

6,141 928 7,069 1,015 232 1,247 14.2% 20.0% 15.0%
16,507 421 16,928 1,891 33 1,924 10.3% 7.3% 10.2%
8,971 140 9,111 609 12 621 6.4% 7.9% 6.4%
3,613 47 3,660 111 2 113 3.0% 4.1% 3.0%

総計 35,232 1,536 36,768 3,626 279 3,905 9.3% 15.4% 9.6%

C.地区別空き家率（％）
C=B÷（A+B)

B.地区別空き家数（戸）A.地区別契約数（戸）

向陽台
郊外

中心市街地周辺

中心市街地

（資料：千歳市調べ） 

【地区別空き家率の状況（Ｈ23）】 

（資料：千歳市調べ） 



２ 住宅事情の現状分析 

（６）公的住宅の状況 

① 公的住宅の概況 

平成23年10月末現在、千歳市内の公的住宅（雇用促進住宅を除く）の管理戸数は、

道営住宅が150戸、市営住宅が2,539戸の合計2,689戸となっています。 

このうち、市営住宅では耐用年数を過ぎた住宅が1,044戸、耐用年数の1/2を経過し

た住宅が248戸と、管理戸数の約半数を占めており、老朽化が進んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【公的住宅の管理状況】 

※雇用促進住宅の「耐用年数経過」及び「耐用年数 1/2 経過」の戸数は把握していないため除いてい

ます。 

（平成 23年 10 月末現在） 

簡平 簡二 耐火 簡平 簡二 耐火

いずみ団地 80 0 0 0 0 0 0 0 3

春日団地 16 6 6 0 0 10 0 10 0 3

向陽台団地 97 87 87 0 0 10 10 0 0 18

湖畔団地 37 0 0 0 0 16 0 16 0 4

祝梅団地 264 230 230 0 0 34 0 34 0 62

大和団地 88 88 50 38 0 0 0 0 0 23

富丘団地 673 609 597 12 0 64 0 64 0 186

白樺団地 24 24 24 0 0 0 0 0 0 6

真町団地 18 0 0 0 0 18 0 18 0 3

北栄団地（A） 64 0 0 0 0 0 0 0 0 3

北栄団地（B） 216 0 0 0 0 0 0 0 0 9

北栄団地（C） 301 0 0 0 0 0 0 0 0 6

高台団地 201 0 0 0 0 0 0 0 0 6

うたり団地 254 0 0 0 0 0 0 0 0 6

みどり団地 60 0 0 0 0 0 0 0 0 1

スカイヒルズ
団地 50 0 0 0 0 0 0 0 0 1

2,443 1,044 994 50 0 152 10 142 0 340

東雲団地 96 0 0 0 0 96 0 0 96 4

96 0 0 0 0 96 0 0 96 4

小計 2,539 1,044 994 50 0 248 10 142 96 344

（割合） 100.0% 41.1% 39.1% 2.0% 0.0% 9.8% 0.4% 5.6% 3.8% 13.5%

やまとの杜団地 150 0 0 0 0 0 0 0 0 4

150 0 0 0 0 0 0 0 0 4

真町宿舎 80 - - - - - - - - 2

おさつ宿舎 80 - - - - - - - - 2

160 - - - - - - - - 4

2,689 1,044 994 50 0 248 10 142 96 348
（割合） 100.0% 38.8% 37.0% 1.9% 0.0% 9.2% 0.4% 5.3% 3.6% 12.9%

※「耐用年数経過」および「耐用年数1/2経過」の戸数は把握していないため旧雇用促進住宅は除く
（平成24年3月31日現在）

小計

市
営
住
宅

雇
用
促
進
住

宅

合計※

小計

道
営

住
宅

管理
戸数

団地名 棟数

改良計

公住計

耐用年数経過 耐用年数1/2経過

（戸、％） 



２ 住宅事情の現状分析 

② 市営住宅入居者の世帯構成 

平成23年10月末現在、市営住宅入居者の世帯人員構成は、1人及び 2人世帯が全

体の72%となっており、小規模な世帯が大半を占めています。 

入居者の年齢構成では、65歳以上が 30％となっており、千歳市全体と比較しても高

齢者の占める割合が高く、15 歳から 64 歳までの生産年齢人口の割合が低くなってい

ます。 

また、14 歳以下の年少人口の占める割合は全市とほぼ同様になっており、高齢者世

帯や子育て世帯の居住の安定にとって公営住宅が大きな役割を担っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－３ 高齢者の住宅の状況 

（１）高齢者のいる世帯の状況 

平成22年現在、千歳市では一般世帯の

うち、65歳以上の高齢者のいる世帯は全

体の27％を占めています。 

また、高齢者のいる世帯のうち、単身世

帯と2人世帯の合計が72％を占めており、

高齢者のいる世帯の多くが小規模な世帯

となっています。 

4人
 199世帯

（ 9%）

5人以上
 82世帯
（ 4%）

3人
 343世帯
（ 15%）

2人
 748世帯
（ 33%）

単身
 885世帯
（ 39%）

【入居者の世帯規模】 【入居者の年齢構成】 

65歳以上
 1,393人
（ 30%）

15～64歳
 2,544人
（ 55%）

14歳以下
 703人
（ 15%）

（資料：千歳市調べ） 

【高齢者のいる一般世帯の人員構成】 

（資料：平成 22年国勢調査） 

3人以上世帯
2,963 世帯

（ 28%）

2人世帯
4,946世帯

（ 45%）

単身世帯
2,852世帯

（ 27%）



２ 住宅事情の現状分析 

（２）住宅の所有状況 

高齢者のいる世帯の住宅の所有状況をみると、平成２２年現在、持ち家が約 80％で大

半を占めており、１０年前の平成１２年当時とほとんど同じ傾向にあります。 

しかし、民営借家に住む単身世帯は 14％から 19％に増えており、世帯数自体も 205

世帯から522世帯へと 2倍以上に増えています。 

また、公営住宅などに住む単身世帯の比率はやや低下していますが、世帯数は 393世

帯から562世帯へと増加しています。 

単身の高齢者の居住の安定にとって公営住宅とともに、民営借家の役割が大きくなっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公営借家
 755世帯
（ 11%）

民営借家
 596世帯

（ 8%）

持ち家
 5662世帯

（ 80%）

給与住宅
 40世帯
（ 1%）

公営借家
 1106世帯

（ 10%）

持ち家
 8388世帯

（ 80%）

民営借家
 1060世帯

（ 10%）

給与住宅
 30世帯
（ 0%）

民営借家
 205世帯
（ 14%）

公営借家
 393世帯
（ 27%）

持ち家
 874世帯
（ 58%）

給与住宅
 10世帯
（ 1%）

公営借家
 562世帯
（ 20%）

民営借家
 522世帯
（ 19%）

持ち家
 1651世帯

（ 61%）

給与住宅
 9世帯
（ 0%）

持ち家
 2709世帯

（ 82%）

民営借家
 252世帯

 （8%）

公営借家
 290世帯

（ 9%）

給与住宅
 17世帯
（ 1%）

民営借家
 364世帯

（ 7%）

公営借家
 438世帯

（ 9%）

給与住宅
 13世帯
（ 0%）

持ち家
 4084世帯

（ 84%）

（総数） 

（単身世帯） 

（２人世帯） 

（平成１２年） （平成２２年） 

【高齢者のいる世帯の住宅の所有状況】 

7,053 世帯 10,584世帯 

1,482 世帯 2,744 世帯 

3,268 世帯 4,899 世帯 

（資料：国勢調査） 



２ 住宅事情の現状分析 

 

（３）住宅におけるバリアフリー化の状況 

平成20年の住宅・土地統計調査によると、65歳以上の高齢者の居住する専用住宅に

関しては、2 箇所以上の手すりの設置又は屋内の段差が解消された、一定のバリアフリ

ー化が行われている住宅は、借家で 36.3％、持ち家で 35.9％、合計で 36.0％となっ

ており、いずれも低い水準にとどまっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢者の居住する専用住宅において、手すりなど高齢者等のための設備がない住宅が

42.4％となっています。 

また、設備の内訳では、階段、廊下等の手すりの設置が最も多く、47.7％となってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

（資料：平成 20年住宅・土地統計調査） 

（資料：平成 20年住宅・土地統計調査） 

【高齢者の居住する専用住宅のバリアフリー化の状況】 

（戸） 

9,640戸

2,230戸

7,410戸

3,470戸（36.0％）

810戸（36.3％）

2,660戸（35.9％）

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000

合計

借家

持ち家

総数 一定のバリアフリー化

47.7%

26.1%

18.4%

22.8%

15.7%

57.6%

42.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

階段、廊下等の手すりの設置

またぎやすい高さの浴槽の設置

廊下などが車いすで通行可能な幅

段差のない屋内

道路から玄関まで車いすで通行可能

高齢者等の設備がある

高齢者等の設備がない

【高齢者の居住する専用住宅の高齢者等の設備の状況】 



２ 住宅事情の現状分析 
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